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序章 BOP ビジネスに対する関心の高まり 
  
1. 人口動態と BOP 層１の変化 
世界の人口動態を一瞥すると、BOP ビジネスの成長可能性が一目了然である。国連によ
れば、2012 年には地球人口は 72 億人を突破する。図表 1 は世界主要地域別の人口構成を
示したものである、この図によると、アジア人口が最も多く、2050 年に 52 億人に達する。




図表 1 1950 年－2100 年までの世界主要地域の人口構成の変化（billion） 
 







地住民は年間 3,000 ドル以下で暮している。この層が BOP 層として一般に認識されてい
る。図表 2 はアジア、アフリカ諸国を中心にした発展途上国に対する BOP の規模調査で
あるが、アジアの BOP 人口はアジア全人口の 83.4％を占めている。そのうち、バングラ
デシュは人口の 100％が BOP 層であり、インドは 98.6％、中国は 80.8％である。BOP 層
の所得はアジア総所得の 41.7％を占めている。そして、アフリカの BOP 人口はアフリカ
全人口の 95.1％を占めている。そのうち、マリ、ナイジェリア、タンザニア、ザンビアで















合（％） PPP※ 米ドル 
アフリカ（22
カ国） 
486 95.1 429,000 120,000 70.5 
アジア（16 カ
国） 
2858 83.4 3,470,000 742,000 41.7 
注：※PPP (Purchasing Power Parity)購買力平価。 
出所：Allen Hammond, William J Kramer, Julia Tran, Rob Katz, Courtland Walker, 
(2007)The Next 4 Billion, World Resources Institute & International Finance 
Cooperation.（『次なる 40 億人―ピラミッドの底辺（BOP）の市場規模とビジネス
戦略』世界資源研究所・国際金融公社, 2007 年,  111 ページ, 付表 A.2 を参考.） 
 





























とである（Ibid, p.14.）。もし企業が BOP 層でビジネスを行おうとするとき、TOP や MOP２
での運営モデルをそのまま選択するケースがほとんどである。しかし、企業戦略から商品
販売まで BOP 層のニーズに合わないため、結果的に企業は BOP 市場から撤退することを
余儀なくされる。たとえば、ナイキは 1990 年代後半、中国の低所得層向けにスポーツシ










るいは合理化することで逃げることをいう (Charles W. Kegley, Jr. & Gregory A. 































・日時 2011 年 8 月 1 日  
・場所 京都産業大学 第 4 研究室棟 
水野達男氏（住友化学株式会社 ベクターコントロール事業部事業部長） 
・日時 2012 年 7 月 17 日 
・場所 東京住友ツインビル 住友化学コーポレートコミュニケーション室 
代島裕世氏（SARAYA 株式会社 広報宣伝部部長） 
・日時 2012 年 11 月 6 日 
・場所 大阪 SARAYA 本部（旧館） 
2）講演 
・伊藤高明（2011 年 7 月 5 日）「世界のマラリア対策の現状―感染予防のための蚊帳、オ
リセットネット」、JICA CSR セミナーでの講演。 
・福林憲二郎氏（住友化学株式会社代表取締役専務執行役員）（2010 年 3 月 9 日）「民間
企業から見たグローバル CSR：住友化学野アフリカでの取り組み事例」、第 4 回経営倫
理シンポジウム「グローバル CSR と BOP ビジネス」での基調講演。 
・中尾洋三氏（味の素 CSR 部部長）（2012 年 3 月 9 日）「グローバル課題と企業活動」、
日本経営倫理学会第 4 回経営倫理シンポジウムにおける講演。 
・更家悠介氏（SARAYA 株式会社代表取締役社長）（2012 年 7 月 8 日）「世界一小さな象
と私のつながり」、第 11 回 地球研フォーラム「“つながり”を創る」における講演。 
・北條健生氏（SARAYA 株式会社ウガンダ・プロジェクトチーム PJ リーダー）（2013
年 3 月 26 日）「ウガンダでの衛生事業開発」大阪 ATC グリーンエコプラザ実行委員会




まず第 1 章では、BOP ビジネスの概念を明らかにし、その後日本企業の BOP ビジネス
の戦略的展開というテーマで議論を展開するためのリサーチ・クェスチョンを述べる。 




BOP 層が存在するのか、BOP ビジネス概念がどのように誕生したのか、BOP ビジネス概
念について具体的にどのような議論があるのかについて整理する。さらに、BOP ビジネス
の議論を推進するために、CSR やソーシャル・エンタープライズと BOP ビジネスとの類
似性や関連性について説明する。そして CSR＝BOP ビジネス、あるいはソーシャル・エ
ンタープライズ＝BOP ビジネスという誤解を取り除くことにする。さらに BOP 層のあら
ゆる貧困問題を解決できるワンベストウェイがあるわけではないことから、多様な解決方
法の存在を前提にした BOP ビジネスベンチャー類型化の考え方を紹介する。 
第 3 章では、バーニー＝ヘスタリー（Barney & Hesterly, 2006)の戦略的マネジメント
プロセスのモデルに準拠したBOPビジネスのケース分析の 11の基準を紹介する。さらに、
日本企業 3 社および欧米企業 4 社の事例を考察し、本論文のディスカッションポイントを




⑤関係するステークホルダーについて、それぞれ第 4 章、第 5 章、第 6 章で検討する。 




の声に対処し、周辺事業として行う受動的 BOP ビジネス活動（支援型 BOP ビジネスモデ
ル）である。直接的に企業の競争的優位に繋がらない経営活動ともいえる。もう一つは、
企業が BOP 層のペナルティを内部化し、本業に結びつける能動的 BOP ビジネス活動（市
場主導型 BOP ビジネスモデルと生産主導型 BOP ビジネスモデル）である。能動的 BOP
ビジネスは、BOP バージョン 1.0 と BOP バージョン 2.0 を含む。能動的 BOP ビジネス
活動は BOP 層の貧困問題を解決しながら、企業の競争的優位に影響を与える。今後 BOP
層における企業活動は、受動的 BOP ビジネスを行う「支援型企業活動」から一歩踏み出









（Burgelman, 1983a;1983b）モデルを援用する。しかし、BOP 層を対象にした BOP ビ
ジネスの戦略形成プロセスを分析する際に、バーゲルマンモデルには限界があり、十分な
説明ができないことが明らかになった。第 5 章では、バーゲルマンモデルをもとに BOP
層における新規 BOP 事業戦略プロセスを分析するために、若干の修正を加えたフレーム
ワークを提起する。そして、新たな分析枠組にそって、住友化学のオリセットネット事業




第 6 章においても、BOP ビジネスを行う際の企業と外部のステークホルダーとの関係を
論じる。本章は、企業が BOP 層の末端ステークホルダーを直接 BOP ビジネスの対象にす
ることへの疑問から出発する。この疑問に対する解決策として、BOP 層に関連している非
伝統的なパートナーとのコラボレーションに焦点を当てることにする。とくに、BOP 層に













                                                             
【注】 
１ Hart.S.L., 2007, p.132., 訳書, p.189.によれば、「ノースカロライナ大学のテッド・ロン
ド教授の提案により、所得の差が優劣を示唆することがないよう「ピラミッドの“最下
（bottom）”」から「“底辺（base）”」へ名称を変更した」。よって、本論文では BOP
は Base of the Pyramid の省略として考える。 
２ Top of the Pyramid & Middle of the Pyramid の略語。 
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第 1 章 日本企業の BOP の現状と分析 
 





人類の 80％を占めている。生活の質の向上を求める 40 億の人々によって、これまでにない
驚異的な市場が形成されると期待するのは理にかなっている。民間企業が市場開発に携わ
ることにより、BOP 層の消費者と民間企業の双方に利益をもたらし、すべての関係者が学







BOP バージョン 1.0、つまり「BOP 層を顧客化する」という意味、BOP バージョン 2.0、
つまり「末端ステークホルダーとの相互価値の創造」という意味の両方を含む用語として
定義されているのである。この定義は、BOP ビジネスの世界的権威であるハート＝ロンド
ンが打ち出した BOP ビジネスの定義と同じと考えられる。 
ハート＝ロンドンの BOP ビジネスの定義、特徴、範囲、目的を検討してみよう。2011
年にハート＝ロンドンの共著である Next Generation Business Strategies for the Base of 
the Pyramid：New Approaches for Building Multual Valueが出版された。この著書はBOP
ビジネスの定義について明らかにした先駆的な書物として広く受け入れられている。 
まず BOP ビジネスの定義について検討したい。「BOP ビジネスとは、BOP 層で暮らし
ている人々を消費者、販売者あるいは起業家として取り扱い、収益を創出する企業である」
と定義されている(Hart, S.T. & T. London, 2010, pp.9－10.)。彼等は商品を BOP 層へ販売
するだけでなく、資源あるいは商品を BOP 層から購入することもある。BOP ビジネスに
は「BOP 消費者へサービスを提供すること」と「BOP 生産者へサービスを提供すること」
という二つのアプローチがあり、BOP ビジネスはその両方を取り組むことが可能である。
すなわち、企業は商品やサービスを BOP コミュニティやマーケットへ持ち込み、BOP 層
を顧客化する。また、企業は現地の生産者と提携して、現地商品をさまざまな国やインタ
ーナショナル市場に販売する。 









しさ、異文化に対する理解を得ることができる(Hart, S.T. 2007, 訳書, p.248.)。 
つぎに BOP ビジネスの範囲について考えてみよう。ハート＝ロンドンによって、BOP
ビジネスの範囲の広さが主張された。多国籍企業、国内企業、現地の中小企業、NPO、ソ






最後に BOP ビジネスの目的について考えることにする。BOP ビジネスの目的は、他の
ビジネスと区別する必要がある。ハート＝ロンドンによれば、まず、BOP ビジネスが目指
していることは、企業の経済的自立（Economic self-sufficiency）である(Hart, S.T. & T. 





















図表 1－1 BOP ビジネスの定義 
 






（Hybrid Value Chains）、成長する包括市場（Growing Inclusive Markets）、貧困ビジネ





第 2 節 日本企業の BOP ビジネスの現状 
 




係る F/S 調査」、JICA の「協力準備調査（BOP ビジネス連携促進）」、JETRO の「BOP ビ
ジネス・パートナーシップ構築支援事業」などが開始され、日本企業の応募数も年々増え
ている。そのなかで、2012 年まで JICA の公募制度への応募件数を見ると、すでに 200 以
上の企業が BOP ビジネスを検討している（渡辺・平本・津崎, 2012 年, p.31.）。 







内訳は以下のようになる。登録された企業数は 1,235 件、学生は 404 件、政府関連機関は
188 件、NGO/NPO は 112 件、学術機関は 69 件、国際機関は 22 件、その他は 177 件であ
る（2012 年 1 月時点）。 
 
図表 1－2 「BOP ビジネス支援センター」会員数の推移 
出所：経済産業省 小山智氏「BOP ビジネスの可能性と官民連携」（2012 年 3 月 9 日）日 
本経営倫理学会第 4 回経営倫理シンポジウムの配布資料より。 
 
 以上のように、日本において BOP ビジネスにチャレンジしようという企業数が増える傾
向にある。また、世界資源研究所によれば、5 兆ドルの BOP 市場は主に 8 つの BOP 産業
分野に集中している。具体的には、保健医療市場、情報通信技術市場、水道市場、運輸市
場、住宅市場、エネルギー市場、食品市場と金融サービス市場である。多くの日本企業は、
こうした BOP 産業市場の各分野で挑戦している（図表 1－3）。次に 8 つの BOP 産業市場
の内容を簡単に説明する 。 









③BOP 層の水道市場は 201 億ドルと推定される。非衛生的な水と老朽化した水道設備が
BOP 層世帯が下痢にかかる要因になっている。こうした問題を解決するために工夫された








⑥BOP 層のエネルギー市場は 4,334 億ドルと推定される。BOP 層が、人体に有害な燃料
を利用することも貧困の罠になる。クリーンで手頃な価格のエネルギーを普及することが
期待されている。 







 以上の 8 つの BOP 産業市場はお互いに繋がっている。企業が一つの社会問題を解決すれ
ば、他の社会問題もスムーズに解決されると考えられる。図表 1－3 が示しているように、
日本企業は積極的に BOP 市場の各分野に参入していることが分かった。 
 
図表 1－3 日本企業の BOP ビジネスイニシアティブ 
8つのBOP産業市場 マーケット規模 日本企業の BOP ビジネス実践事例 
保健医療市場 1,584 億ドル 住友化学のタンザニアにおけるオリセットネ
ット事業；SARAYA のガーナにおけるアルコ
ール消毒事業など 
情報通信技術市場 514 億ドル モバイル・テクニカのバングラデシュにおける
農業取引携帯電話事業など 
水道市場 201 億ドル 日本ポリグルのバングラデシュにおける浄水
剤事業；ヤマハ発動機のインドネシアにおける
小規模浄水供給システム事業など 
運輸市場 1,793 億ドル ホンダのタンザニア二輪車事業など 
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住宅市場 3,318 億ドル 該当事例なし 
エネルギー市場 4,334 億ドル 京セラのバングラデシュにおける太陽光パネ
ル事業；三洋電機のケニアにおけるソーラーラ
ンタン事業など 






出所：Allen Hammond, William J Kramer, Julia Tran, Rob Katz, Courtland Walker,  
(2007), The Next 4 Billion, World Resources Institute & International Finance  
Cooperation； 野村総合研究所( 2010 年)『BOP ビジネス戦略』113 ページ; 渡辺・平本・
津崎（2012 年）「新興国・途上国における王道戦略としての BOP ビジネスの実践（上）」, 
『知的資産創造』1 月号, 30-31 ページ.; 『日本経済新聞』2012 年 4 月 2 日, 第 13 版を
基に筆者作成。 
  




べてきた。また日本での BOP ビジネスについての研究も盛んになってきた（菅原,2010 年
a,2010 年 b, 2010 年 c; 水尾, 2011 年; 岡田, 2012 年; 渡辺他,2012 年など）。岡田（2012



















経済的パフォーマンス論という 3 つの領域が重なるところで理論化を試みる。 
 



















既存の戦略論を体系的にモデル化にしたバーニー＝ヘスタリー（Barney & Hesterly., 
2006）の戦略的マネジメントプロセスを援用し、日本企業において BOP ビジネスの戦略を
どのように展開すればよいかを探ることにする。 

































                                                   
【注】 
１ BOP 層の多く人々は基本商品やサービスに、富裕な消費者より高い金額を払っている
（Prahalad & Hammond, 2002; Hammond et al., 2007; Prahalad, 2005）。そこで、本
論文では、BOP 層において道路、電力、水道、医療機関、通信手段、金融機関など経済
を支えるインフラが不整備のため、BOP 層の人々が TOP/MOP 層の人々より高い金額を
払って製品やサービスを入手することを「貧困ペナルティ」として理解し、使用する。
企業はビジネスを通じて BOP 層のペナルティを取り除けば、企業側と BOP 層側に
win-win の関係をもたらすと考えられる。 
２ 2011 年 6 月 28 日に早稲田大学ASB 研究所が主催したハート教授来日記念シンポジウム
「BOP ビジネスの最先端」の資料を参考。 
３ BOP ビジネス支援センター（Japan Inclusive Business Support Center）ホームペー
ジ：http://www.bop.go.jp/  
４ 岡田（2012 年）では、BOP ビジネスと同義の呼称として「包括的ビジネス（inclusive 
business）」を用いている。 
５ 不成功の BOP ビジネス事例として P&G（高すぎた価格設定、製品流通システム現地化
の遅れなど）、ナイキ（社内での戦略的な位置づけの間違い）、SC ジョンソン（パートナ
ーの選考のミス）などが挙げられている。経済産業省（2010 年）『BOP ビジネスのフロ
ンティア』経済産業調査会, 38 ページ。 
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第 2章 BOPビジネス研究の系譜と今後の展開 
 
第 1節 BOPビジネス研究の概要 
 
BOPとは、Base of the Pyramid のことで、世界の経済ピラミッドの底辺を構成する貧
困層を指している。BOPといわれる人たちは世界で約 40億人が存在しており、その市場




問題の解決方法を探していた。彼は、最初にハートと共同論文を執筆し（Prahalad & Hart, 
2002）、その後ハモンドとチームを組みながら、BOPビジネスに関して研究を行ってきた
（Prahalad & Hammond, 2002; Prahalad & Hammond, 2004）。2004年にThe Fortune 
at the Bottom of the Pyramid: Eradicating Poverty Through Profits（スカイライト コ
ンサルティング訳『ネクスト・マーケット：「貧困層」を「顧客」に変える次世代ビジネス
戦略』）を出版し、多国籍企業が収益をあげつつ貧困を撲滅する戦略を示唆した。この本は、













（selling to the poor）」というビジネスモデルには多くの研究者から批判が相次いだ。こ
うした絶えざる議論の中で、BOPビジネス論が成長してきたのである。 
BOP ビジネスの賛同者らは、BOP ビジネスの可能性を支持しながら、数多くの推進的
な BOP ビジネス理論を打ち出した。2004 年にコーネル大学の持続的企業研究センター
（Center for Sustainable Enterprise）は、BOPビジネスの研究を推進するためのガイド






ョン 2.0「相互価値の創造」に入ったことを意味している（Hart, 2007, 訳書, 257ページ.）。 
さらに、プラハラードは 2010 年に The Fortune at the Bottom of the Pyramid: 
Eradicating Poverty Through Profitsの増補改訂版を出版し、BOPビジネスは「貧困層」
を「顧客」に変えるという収益志向から、「個人の権利の尊重、情報技術と組織化を通じた、
農村と都市、富裕層と貧困層の格差の軽減、環境的に持続可能な解決策の重視（Prahalad, 







ることになる。この著書の中核的アイディアは「selling to the poor」であり、マーケティ
ングの視点で、かつ利益志向であることから BOP バージョン 1.0 と位置づけることがで
きる。さらに多くの批判者が、BOPバージョン 1.0に対して深刻な疑問を投げかけたこと
を説明する。しかしこの深刻な疑問や反発は、BOPビジネス理論の発展の原動力となった。
その後、ハート(2007) は BOPバージョン 1.0を刷新し、BOPバージョン 2.0へと進化さ























第 2節 BOP層の存在根拠 
 



























Kuriyan et al., 2008 
Landrum,Nancy E,2007 


















BOP protocol version 2.0 










































図表 2－2 三つの経済と貨幣経済の浸透 
 
出所：Hart,S. “Beyond Greening: Strategies for a Sustainable World”, Harvard 









































に気付き（Hart, 2007, 訳書, 158ページ.）、2002年に二人の共著論文“The Fortune at the 
Bottom of the Pyramid”を発表した。そこで BOPビジネスという概念が誕生し、これが
BOP層をビジネスチャンスと認識するきっかけを与えることになった。 
「今こそ、MNCsが包括的資本主義という新しいレンズでグローバル戦略を見直すとき








（Prahalad.C.K. & Hart.S., 2002, p.2.）」。図表 2－3は、一般的にターゲットとしてきた
世界の経済ピラミッドの部分である。これまで第 1層を追求してきたのに対して、第 2、3、
あるいは 4 層にもビジネスチャンスが存在していることをはっきり表現したものである。 
 
図表 2－3 世界の経済ピラミッド 
平均年間収入        経済層           人口（百万） 
 
出所：Prahalad.C.K. & Hart.S., 2002, “The fortune at the bottom of the pyramid”, 




裕層 20％が総所得の 70％を占めていたが、その割合は、2000 年になると 85％に増加し
た。同時に、20％の BOP 層の世界に占める所得割合は 2.3％から 1.1%に低下した













人口増加の大部分が最貧困層で起きていることから、第 4層での人口は次の 40年で 60億
人を超えるものと推定されている。この層が相当規模の市場を構成し、イノベーション、
活力、成長の原動力となっていくことがはっきりと指摘されている。 
その後、プラハラードとハモンドの共著論文“Serving the world’s poor, profitably”
















































きな貢献である（Landrum, 2007.）。このような流れのなかで、どのように BOP 層に参
加すればよいのだろうかという BOP 企業戦略に関する議論がますます高まってきた。ハ
ートはこれまでの BOP バージョンと今後求められる BOPバージョンを図表 2－4のよう
にまとめている。以下では BOPバージョン 1.0と BOPバージョン 2.0に分けて論じるこ
とにする。 
 
図表 2－4 BOPビジネス企業戦略  













出所: Hart, 2007, 訳書, 257ページ. 
 
1．BOPバージョン 1.0 
プラハラードの初期の BOPビジネス思想は典型的な BOPバージョン 1.0である。これ
は、BOP層で生活している人々に彼らが買える価格帯の商品を提供することで売上を伸ば








きな将来性があり、このビジネスチャンスを逃げす手はない（Praharad.C.K. & Allen L. 
Hammond., 2002, p.49.）」というのが一致した思想であった。 




























とも記録されるべきであるという批判もある（Walash et al., 2005.）。BOPビジネスはCSR
の一部であると考える論者もいる（Hopkins, 2005.）。多国籍企業はベーシックなニーズを





経営を重視するべきであるという批判も存在する（Hahn Rüdiger, 2009; Karnani, 2007a, 
2007b; Davidson, 2009.）。近年の BOPビジネス論を巡る批判的な視点は図表 2－5 のよ
うに整理することができる。 
 
図表 2－5 BOP1.0に対する批判 















Karnani, 2007a, 2007b. 
 
Bendell, 2005; Karnani, 2007a, 2007b; 
Landrum N, 2007. 
 
Hahn Rüdiger, 2009;  



























Bendell, 2005; Jenkins, 2005;  
Karnani, 2007a, 2007b. 
 
Bendell, 2005; Hopkins,M, 2005; 
Karnani, 2007a, 2007b. 
Karnani, 2009; Landrum,Nancy E, 2007. 
出所：筆者作成 
 












コーネル大学の「Center for Sustainable Enterprise」は、2004年に BOPビジネスを
推進するためのガイドラインとして図表 2－6 のような「BOP プロトコル 1.0」を作成し
た。 
 




 出所：Hart.S.L., Simanis.E., Enk.G., Duke.D., Gordon.M., Lippert.A. 2004, “Strategic 
Initiatives at the Base of the Pyramid :A protocol for mutual value creation version 

























selling to the poorはマーケティングの手法を開発するもの。 
。 





























































































（2）BOPバージョン 2.0のさらなる進化――BOPプロトコル 2.0 
この BOPバージョン 2.0では、BOP層を「顧客化」することから一歩前進し、BOP層
で暮らす人々をパートナーとして扱い、「相互価値の共創（co-creating mutual value）」







この BOPプロトコル 2.0では図表 2－7のように事前段階と実施段階を分けている。そ
して事前段階は以下の 4つの要素に分けられる。①実施サイドのコミュニティの設定、②

















































出所：Hart,S.,&Simanis.E. 2008 “ The Base of the Pyramid Protocol: Toward Next  





て、BOPバージョン 1.0に入り、BOPビジネス思想転換としての BOPプロトコル 1.0を



































































て利益を生み出すとされた（Keith Davis & Robert L.Blomstrom, 1975.）。現在、専門分
野としての CSR は、グローバルなビジネス競争や、市民社会と企業コントロールが増加




て、CSR の規範、監視、監査と保証の役割が急速に広がってきた。政府間組織も CSR へ
の投資を奨励することを通じて、社会によい影響を与える企業を公表し、また、その CSR
の手段を公共政策として導入するケースが増えてきた。また、さまざまなアクティビスト




































エンタープライズではないとオースティンたち(Austin et al)は強く主張している（James 






















 プラハラードとハートが BOP ビジネス概念を提唱し、BOP 市場が新たなマーケット、
巨大な潜在的チャンスが眠っているとして注目してきてから 10年が経過し、BOPビジネ
スをめぐる議論は「selling to the poor」から「working with the poor」へと進歩してき
た。さらにカマルら（Kamal.M et al）は、「BOP層で暮らす人々がもっと豊かな知識を
学び、優れたスキルを身につければ、経済発展のために BOP 層統合のレベルを上げ、貧
困緩和に繋がるだろう（Kamal.M et al., 2010, p.266.）」と述べ、BOP ビジネスを以下の
4 つのグループに区分している。すなわち、市場主導型、流通主導型、生産主導型、知識
主導型の 4つである。四つの類型は図表 2－9のように示されている。 
 
図表 2－9 BOPビジネスの類型 
ビジネス 
タイプ 











多国籍企業投資度 微小 低 中 高 











出所：Kamal.M et al., 2010 “Beyond the hype: Taking business strategy to the ‘Bottom 























分である。この段階での企業戦略は BOPバージョン 2.0に位置づけられる。 
知識主導型はより高次の知識のインセンティブ分野で、生産チェーンでの高付加価値を
求める。例えば、研究開発、特殊生産が考えられる。同時に、技術的な知識は多国籍企業























第 6節 今後の課題 
 
 プラハラードとハートが BOP ビジネス概念を提唱してから 10 年間、BOP ビジネスを
めぐる議論がさまざま行われ、BOP ビジネス戦略の焦点は「selling to the poor」から
「working with the poor」へ移行し、価値共創が求められるようになった。本章では BOP
ビジネス研究の歴史を遡り、BOPビジネスの発展の経緯を説明した。今後の課題としては
以下のような点が考えられる。 
BOP ビジネス企業戦略が従来の新興市場開発ビジネスモデルから BOP プロトコル 2.0
に完全に入れ替わるわけではないことである。BOP市場では、帝国主義的なビジネスモデ
ルが依然として存在するし、BOP バージョン 1.0、BOP プロトコル 1.0、BOP バージョ
ン 2.0、BOPプロトコル 2.0 が共存した状態である。持続可能な発展をめざす世界に向け










                                                   
【注】 
１ Hart.S.L., 1997, “Beyond Greening: Strategies for a Sustainable world”, Harvard 
Business Review, January-February. （DIAMOND ハーバード・ビジネス・レビュ
ー編集部訳 「『持続可能性』のための経営戦略」）ではこの数字は 10億人であった. 
２ 論文の原タイトルは以下の通り： Hart,S.,& Christensen,C.M. 2002 “ The great leap: 
Driving innovation from the base of the pyramid”, MIT/Sloan management review. 
３ 論文の原タイトルは以下の通り：Hart,S.,& Sharma,S., 2004 “Engaging fringe 
stakeholders for competitive magination”, Academy of management executive. 
４ 論文の原タイトルは以下の通り：Hart,S.,&London,T., 2004 “Reinventing strategies 




                                                                                                                                                     
５ 論文の原タイトルは以下の通り：Hart,S.,&London,T., 2005 “ Developing native 
capability: what multinational corporations can learn from the base of the pyramid”. 




もあった（McWilliams et al., 2006） 
７ Kamal.M et al., 2010, p.252. 
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第 3 章 BOP ビジネスのケース分析における予備的考察 
 
 本章では、企業戦略の視点から BOP ビジネスに関するケース分析のための枠組みをも
とにして、日本企業 3 社と欧米企業 4 社のケースを考察する。その後、本論文で重視す
る戦略的要因のいくつかを抽出しながら第 4 章以降での議論の導入を試みる。 
 
第 1 節 BOP ビジネス分析ためのフレームワークと日米欧企業 7 社のケース 
  
本章では、戦略的マネジメントプロセスを体系的にモデル化にしたバーニー＝ヘスタリ
ー（Barney & Hesterly., 2006）の考え方（図表 3－1）をもとに、BOP ビジネスのケー
ス分析のためのフレームワークを考えることにする。 
 








出所：Barney, Jay B., & William Hesterly., 2006, Strategic Management and 







 次に、この一般論的な戦略的マネジメントプロセスを BOP ビジネスのケースを分析す
るときに、どのように応用すればよいかを考える。 
戦略的マネジメントプロセスをもとに展開してきた BOP ビジネス戦略の分析枠組に関
するシューレーダー等（Christian Schrader, et al, 2012）の研究を取り上げる。シュー






















図表 3－2 BOP ビジネスの分析の基準 
分析基準 中心的な論点 
1.企業  
2.BOP 層の人々の  

































出所：Christian Schrader, Juergen Freimann, Stefan Seuring（2012） “Business 
Strategy at the Base of the Pyramid” , Business Strategy and the Environment , Vol. 
21, Issue 5, pp.281–298. 
 







 以下では、シューレーダー等（2012）の 11 個の BOP ビジネスケース分析基準を用い
て、日本企業 3 社と欧米企業 4 社の BOP ビジネス戦略を分析することにする。図表 3－















































































































































































































































































































































































































































































































































出所：Christian Schrader, Juergen Freimann, Stefan Seuring（2012） “Business Strategy at the Base of the Pyramid” , Business Strategy and the Environment , 
Vol. 21, Issue 5, pp.289－293. Table4 から一部抜粋。住友化学ベクターコントロール事業部開発部主幹伊藤高明氏へのインタビュー調査（2011 年 8 月 1 日）、
住友化学ベクターコントロール事業部長水野達男氏へのインタビュー調査（2012 年 7 月 17 日）、SARAYA 広報宣伝部長代島裕世氏へのインタビュー調査
（2012 年 11 月 6 日）。日本経営倫理学会第 4 回経営倫理シンポジウムにおける味の素 CSR 部部長中尾洋三氏「グローバル課題と企業活動」の報告（2012
年 3 月 9 日）、第 11 回 地球研フォーラム（2012 年 7 月 8 日）「“つながり”を創る」における SARAYA 株式会社代表取締役社長更家悠介氏「世界一小さな
象と私のつながり」の報告など種々な情報に基づいて作成。 
























































































































そして、本章において 3 つの日本企業の事例を選択し、BOP ビジネスのケース分析にお
ける予備的考察として考える。次に 3 つのケース選択理由について説明しておこう。 
まず住友化学のオリセットネット事業は BOP 層で著しい成果をあげ、BOP ビジネスと
してよく知られるケースである１。1994 年に、世界最初の長期残効型蚊帳（LLIN: 
Long-Lasting Insecticides Net）を製品化し、アフリカ市場に導入した。2001 年には、長










2009 年の創業 100 周年をきっかけに、ガーナ・プロジェクトを発足させ、アフリカ市場へ
の進出を全面的にアピールしている。味の素の KOKO Plus 事業はまだ進行中のプロジェク
トであるが、すでに現地生産を経て、テスト販売を行っていることから、成功した BOP ビ
ジネスのケースとして考察する価値が十分にあると考えることができる。 
そして SARAYA を選択した理由を述べる。SARAYA は 2010 年からウガンダ・プロジェ











あると考えられる。次に、住友化学のオリセットネット事業、味の素の KOKO Plus 事業、












欧州を中心に世界 23 カ国に主な拠点を持ち、2012 年 3 月期の連結売上高は 1 兆 9,525 億

























出所： http://www.sumitomo-chem.co.jp/company/principles/philosophy.html(2011 年 8
月 18 日アクセス). 
 






に 2 億 5,000 万人の人々がマラリアに感染し、そのうち 85％以上がアフリカで発生してい
る。年間 88 万人が死亡しており、そのうち 85％以上が 5 歳未満の子供である６。 
 マラリアは、子供の深刻な死因であるだけでなく、アフリカにおける貧困の主要原因の





によるアフリカの経済損失は GDP にして年間推定 120 億ドルにものぼるといわれている７
（図表 3－5 を参照）。 
 









(2013 年 6 月 20 日アクセス). 
 





ている。2001 年には WHO が住友化学のオリセットネットについて世界初の長期残効型防
虫蚊帳として認定し使用を推奨する。その後、住友化学はオリセットネットの生産を一気
に拡大する。2008 年にオリセットネット事業はベクターコントロール事業部（第 5 章図表
5－3 参照）として独立し、住友化学にある 18 の事業部のうち１つの事業部に格上げした。
なお、ベクターコントロール事業部の規模は、住友化学の総売り上げのうちの 1％を占める















万人（2011 年、国連）の中で BOP 人口は全人口の 100％を占める（Allen Hammond et al., 
2007, Table:A2）。しかし今後、タンザニア人口の増加は著しくなると予測され（図表 3－6）、
特に 16－64 歳人口数が急速に成長し、活力に溢れている若い国である（図表 3－7）。 
 
図表 3－6 タンザニアの人口増加 
 
出所：UN Department of Economic and Social Affairs/Population Division,  
http://esa.un.org/unpd/wpp/unpp/p2k0data.asp （2013 年 6 月 20 日アクセス） 
 
図表 3－7 タンザニアにおける 15－64 歳人口構成 
 
出所：UN, Population Division, chart created 27/11/2012,  
http://esa.un.org/unpd/ppp/Figures-Output/Population/PPP_Population-Age_15-64.htm 
（2013 年 6 月 20 日アクセス） 
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ザニアの政治・経済」調査によると、2001 年以降、タンザニアの実質 GDP 成長率は 6～7％
の高い伸びを見せ、世界金融危機の影響を受けた 2009 年でも 6.0%を維持している。そし
て 2010 年には 7.0%まで回復している。IMF の経済見通しでも、2015 年までの期間に年率
6%～7％の成長が予測されている（日本貿易振興機構, 2012 年, 8 ページ.）。 
また、世界銀行の報告書“Doing Business 2012”（翻訳「ビジネス環境における透明性
強化：183 カ国における国内企業に対するビジネス規制の比較」）によれば、タンザニア国
内のビジネス環境は 183 カ国中 127 位と評価されている（同レポートによると、ガーナは
60 位、ウガンダは 123 位と評価されている）。アフリカ諸国の中では、タンザニアのビジ
ネス環境は良好である（持続的発展に向けての経済機会はアフリカ諸国中 14 位に位置づけ






















支援したかを明らかにしたい。図 3－8 は伊藤聡子（2009 年）による WHO の内部資料
（“Transfer of Olyset Technology for Scaling up Production of Long-Lasting Insecticidal 




図表 3－8 住友化学の BOP ビジネスにおけるステークホルダー 
 





いる WHO は、タンザニアの蚊帳製造企業 AtoZ 社を住友化学のパートナー企業として選ん
だ。WHO は蚊帳の殺虫効果や安全性などについての技術的な助言を行った。 
 








（Jennings. M , 2011, p.29.）。そこで、WHO はタンザニアにあるアフリカ最大の蚊帳製造
















2005 年には 2 回目の資金として、設備拡大のみならず、流通網の開発のため 67.5 万ドルを
提供した(伊藤聡子, 2009 年, 129 ページ.)。この資金によって、タンザニアでオリセットネ
ット事業が実現できることになった。 
 
（5）UNICEF と PSI（Population Services International） 
このコンソーシアムでは、オリセットネットの流通は二つある。一つは UNICEF を始め
とする国際機関や NGO などの援助機関向けであり、もう一つは国内の一般市場向けとして
一般小売店と代理店契約を結び販売する方法である（UNDP, 2008, 訳書, 278 ページ.）。ま
ず UNICEF は長期残効型蚊帳を購入する最大の国際機関である。2009 年の長期残効型蚊
帳の購入数は 1,410 万張りで、2000 年の一般再処理蚊帳の購入数の 40 倍になっている
（UNICEF, 2010, p.13.）。 
オリセットネット・コンソーシアムにおける UNICEF の主な役割は、製造されたオリセ
ットネットを購入して貧困層に配布し、積極的に長期残効型蚊帳の普及を図ることである。
同時に、NGO の PSI（人口保健問題を専門とする国際的 NGO）は、オリセットネットを
商業ベースで普及させるため、アフリカの消費者ニーズ調査、商業ルートで流通させるた
めの調査、ラジオ番組などを通じたオリセットネットの広報、などマーケティング手段を
通じて普及を拡大させている（伊藤聡子, 2009 年, 130 ページ.）。さらに、妊婦にオリセッ
トネットを配布するためにバウチャー方式を採用した。妊娠した女性が初めてクリニック
を受診したときに渡され、これを使って妊婦は代理店でオリセットネットを 2.15 ドルで購












繊維で作られた長期残効型蚊帳（LLINs：Iong-Iasting Insecticides Nets）の 3 種類である。 
住友化学は残効型蚊帳としてオリセットネットを製造販売している。80 年代に伊藤高明
がマラリア感染症解決をライフワークに決め、25 年間殺虫剤の研究開発を続けた。その後、























選択し、どうすれば製品を BOP 市場で売れるかについて試行錯誤を行っていた。 
 第三段階（2001～現在）は、各ステークホルダーとの協働を通じて、オリセットネット
技術を現地企業 A to Z 社に無償供与し、現地生産を実行する段階である。現地の人々を雇
用し、同社のバリュー・チェーンの中に巻き込みながら、“working with the poor”を通じ
て共通価値を創出し、現地社会に大きなインパクトを与えた段階である。 
住友化学のオリセットネット事業がどのようなプロセスで形成され実行してきたかとい




図表 3－9 住友化学のオリセットネット事業の展開 



























































生産、現地販売を目指している。現在はビジネスモデルとして B to I 型 (Business to 
International organization)、つまり、国際機関、特に UNICEF が大量購入し、現地の人々



















蚊帳を提供することを通じて、BOP 層の社会的ニーズを満たしながら、新たな BOP ビジ
ネスを展開していくことに繋がる。住友化学のオリセットネット事業は、事業として存続
するためには持続可能なビジネスでなければならないし、現地従業員のために継続的なビ














味の素は 2009 年に 100 周年を迎えている。資本金 798 億 6,300 万円、世界 26 の国と地
域に拠点を置き、130 ヶ国以上の国で製品を販売している。連結従業員数は 27,518 人であ




図表 3－10 味の素グループの経営理念の構造 
 




出所：味の素ホームページ, グループ理念,（2012 年 12 月 30 日アクセス） 
http://www.ajinomoto.co.jp/company/agp/group/top.html#way と日本経営倫理学会第 4







2. BOP 層の基本ニーズ 
飢餓あるいは栄養不良の問題は発展途上国では年々深刻化している。70 億人の世界人口










図表 3－11 ガーナでの 5 歳未満の子供低体重の割合 
 
出所：国連の MDG 目標ホームページ http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx?cr=288 






図表 3－12 が示しているように、ガーナにおける離乳期栄養不足が原因で、18～23 ヶ月




図表 3－12 ガーナにおける栄養不足による子供の成長の遅れ 
 
出所：味の素ホームページ, ガーナ栄養改善プロジェクト(2013 年 1 月 1 日アクセス) 















3. BOP 市場への進出動機 









図表 3－13 味の素の海外事業戦略 
 事業戦略 









出 所 ： 伊 藤 雅 俊 「 2011 年 3 月 期 業 績 予 想 と 今 後 の 展 望 」 か ら 抜 粋 
http://www.ajinomoto.co.jp/ir/pdf/presentation/FY09president-J.pdf (2013 年 1
月 1 日アクセス) 
 
 また同氏が 2011 年に発表した「2011 年―2013 年中期経営計画」では、味の素の目指す
グループ像として「確かなグローバル・カンパニー」を揚げ、2016 年度にはグローバル食
品メーカーにおける上位 10 社に入ることを目指すとしている２０。この計画では、営業利益
は 2010 年の 690 億円から 2013 年の 870 億円に伸び、さらに 2016 年には 1,000 億円を超
えるという目標を揚げた。同様に、海外利益比率も現在の 59％から 2016 年には 75％達成
を実現することを打ち出した。味の素のこれからの 100 年を形作るはじめの経営計画を実








は約 2,439 万人である（2010 年, 国連）。今後ガーナ人口の増加が顕著であると予測され（図
表 3－14 を参考）、15－64 歳人口数は順調に右肩上がりを続け、活力に満ちている若い国
である（図表 3－15 を参考）。 
 
図表 3－14 ガーナの人口増加 
出所：UN Department of Economic and Social Affairs/Population Division, 
http://esa.un.org/unpd/wpp/country-profiles/pdf/288.pdf (2013 年 1 月 1 日)を基に作成 
 
図表 3－15 ガーナにおける 15－64 歳人口構成 
 
出所：UN, Population Division, chart created 27/11/2012, 
http://esa.un.org/unpd/ppp/Figures-Output/Population/PPP_Population-Age_15-64.htm




年に 1,964 ドルであった一人当たり国内総生産（PPP US ドル）は、2005 年に 2,480 ド
1950 1960 1980 2000 2005 2010 2015 2020 2040 2060 2080 2100






















図表 3－16 味の素の BOP ビジネスのステークホルダー 
出所：ガーナ・プロジェクトに関する各種資料を基に筆者作成 
  
（1）米国 NPO：INF (International Nutrition Foundation) 











































 PLAN は本部をイギリスに置き、世界 67 ヶ国で途上国の子供たちの可能性を育む地域開





に PLAN との協働が欠かせない。 
 
（6）ガーナ保健省 GHS (Ghana Health Service)と覚書締結 








 米国国際開発庁 USAID (United States Agency for International Development)、JICA、
味の素は、2012 年 5 月 30 日にガーナにおける離乳期の子供の栄養改善の実現を目指して、
共同で取り組むための覚書を締結した。 
 この覚書では、USAID はガーナ・プロジェクトを促進し、利用者の拡大を図るための流
通モデルづくり調査に約 60 万 US ドルの資金およびノウハウを提供することが合意された。





（8）現地食品会社 Yedent Agro Processing Venture Ltd. (Yedent 社) 
 ガーナ・プロジェクトの次のステージは、味の素製品の現地生産を実現することだと考
えられている。大豆など現地原料を活用した現地生産を実現することは現地の農業促進、
現地企業の能力向上、雇用創出にもつながる２７。味の素は 2009 年後半から 2010 年にかけ
て現地生産パートナーとして Yedent 社を選定した。Yedent 社が国連機関である WFP 
(World Food Programme)や GHS との共同取り組みの実績があることが大きな理由であっ
た。味の素は、ガーナ大学を通して、Yedent 社に資金を投入し、同時に生産設備と品質管
理の考え方も導入して、現地生産の準備を推進している。2012 年の「味の素グループ・サ
ステナビリティ・レポート」によれば、Yedent 社に製品専用の建屋が完成、2012 年 6 月に
生産を開始した。 
 





CARE はこれまで、ガーナ農村地帯での女性自立支援プログラム VSLA を実施し、現地で
ネットワークが広いことで有名である。味の素はそのネットワークを生かして製品流通網
を構築する。 

























 以上の学術的成果を活かし、2010 年 4 月に KOKO の調理時に添加する栄養サプリメン
トを開発した。これを「KOKO Plus」と名付けた。2011 年 10 月には、ガーナ政府から
KOKO Plus の栄養学的効果確認試験実施の許可を得た。試験計画は GHS を含む関係者で
共有し、試験を実施する村の選定を経て調査を開始した３０。2012 年 6 月から KOKO Plus
の現地生産を開始したが、本格販売は 2014 年からである。具体的なプロジェクト進捗状況











出所：「味の素グループ・サステナビリティ・レポート」, 2012, 103 ページ. 
 
7. 戦略的選択 







図表 3－18 ガーナ・プロジェクトの標的顧客層 
収入レベル 低（寄付） 中（販売） 高 
1 世帯当たり収入
（ドル/日） 
1 ドル以下 2 ドル前後 3 ドル以上 
対象人口 
（離乳期間の子供） 
30 万 90 万人 10 万人 
うち栄養不足 
人口（軽度も含む） 
30 万人 70 － 80 万人 5 万人＜ 



























2009 年－2010（第 1フェーズ）2011－2013（第 2フェーズ）2014 年～（第 3フェーズ） 
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していることが明らかになった。この事業の展開をまとめると図表 3－19 になる。 
味の素のガーナ事業への取り組みは、図表 3－13 の「味の素の海外戦略」の新市場拡大
戦略に沿って発展している。この事業は 3 つの発展段階と 3 種類のビジネスモデルに分け
ることができる。 
 



























































市場主導型 生産主導型 流通主導型 
発展段階 第一段階 
2009 年～2010 年 
第二段階 









 第二段階（2011 年～2013 年）は、現地生産を実現し、現地雇用者の多様化を創出するた
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 前述したように、現地生産した KOKO Plus を女性の自立支援の活動を行っている国際
NGO である CARE と協働で、農村の女性販売員を活用した販売システムを構築する試み
を 2014 年から実施する予定である。 
 
10. 経済的成果 


















SARAYA 株式会社（旧：サラヤ株式会社）は 2012 年に 60 周年を迎え、社名を英語の文
字に変更した。世界中の人々と共に働き、同じ社章をもとに世界が小さくなることを目指




資本金は、4,500 万円（2012 年 10 月末）、世界 14 カ国に拠点があり、1,515 名の従業員を


















出所：SARAYA ホームページ http://www.saraya.com/com_profile/kumano.html （2012
年 12 月 15 日アクセス） 
 




過言ではない。しかし、2007 年の SARAYA の現地調査によると、トイレを使った後に石
鹸で手洗いを行う人の割合はたった 14％に過ぎなかった３３。 
ウガンダでは、生後約 1 年未満の乳児死亡率と 5 歳未満の乳幼児死亡率が非常に高い。
64 
 
国連 2011 年調査によれば、生後 0－1 歳未満の乳児 1000 人中 58 人が亡くなり、5 歳未満




３４。図表 3－21 と図表 3－22 は、ウガンダと日本の 1 歳未満の乳児死亡率（千人中）と 5












ェクトを UNICEF と協働で行っている３６。 
 
図表 3－21 生後 1 年未満の乳児の死亡率（千人中の死亡数）ウガンダと日本の比較 
 出所：国連の MDG 目標ホームページ http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Default.aspx 
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
ウガンダ 106.1 104.8 103.5 102.3 100.7 99.1 97.1 94.7 91.8 88.7 85.6 82.7 80 77.3 74.7 72.1 69.8 67.3 64.7 62.5 60.4 57.9











（2012 年 12 月 17 日アクセス）を基に筆者作成。 
 
図表 3－22 5 歳以下の乳幼児死亡率（千人中の死亡数）ウガンダと日本の比較 
出所：国連の MDG 目標ホームページ http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Default.aspx （2012
年 12 月 17 日アクセス）を基に筆者作成。 
 
3. BOP 市場への進出動機 
 新しいビジネスモデルにチャレンジすることは、SARAYA が BOP 市場へ進出する一つの
動機である。広報部長代島裕世によれば、SARAYA の創業 60 周年をきっかけに、本業の根
幹に関わる事業のなかでソーシャル・ビジネスを通じて従業員のモチベーションを引き上
げ、持続可能な社会とビジネスを両立させることを考えているという。 
 SARAYA は、1952 年の創業時の戦後間もない日本において、赤痢などの伝染病が多発す
る中、液体石鹸液と石鹸液容器を日本ではじめて開発し、事業化した。アルコール消毒剤、
タッチフリー型ディスペンサーの開発など、製品を進化させ続け、日本の衛生環境の向上








SARAYA の 100 万人の手洗いプロジェクトは「製品の進化で日本の衛生環境を向上する
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
ウガンダ 178 175.9 173.8 171.7 168.9 165.9 162.1 157.5 152.1 146.3 140.5 134.9 129.8 124.9 120.1 115.5 111 106.6 102.1 97.8 94.2 89.9
















スタートし、ウガンダでの UNICEF の手洗い促進活動に対する支援を始めている。 
ウガンダは東部アフリカ、ケニアの西側に隣接する内陸国で、人口は約 3,343 万人のな
かで BOP 人口は全人口の 95％を占める３８。平均高度 1,200m、年間平均気温 23 度の緑豊
かな大地である。ウガンダ北部は、20 年以上もの間、反政府勢力と政府との武力衝突の場
となってきたが、2006 年「敵対行為停止合意」署名以降、状況は改善され、約 180 万人の
国内避難民の多くが、帰還途上に入っている３９。 
国連の統計によると、ウガンダの人口増加は急速になると予測され(図表 3－23 を参照)、
15－64 歳人口数が順調に成長し、活力が満ちている若い国である（図表 3－24 を参照）。 
 
図表 3－23 ウガンダ共和国の人口増加 
 
出所：UN Department of Economic and Social Affairs/Population Division, 
http://esa.un.org/unpd/wpp/country-profiles/pdf/800.pdf (2012 年 12 月 20 日) を基に作成 
 
図表 3－24 ウガンダにおける 15－64 歳人口構成図 
出所：UN, Population Division, chart created 27/11/2012, （2013 年 6 月 20 日アクセス） 
http://esa.un.org/unpd/ppp/Figures-Output/Population/PPP_Population-Age_15-64.htm  
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 SARAYA はウガンダでの BOP ビジネスを促進するために、さまざまなステークホルダー
と連携し、新たなビジネスモデルを作ってきた。代島によれば、現段階では、SARAYA が
考えている BOP ビジネスモデルは B to G (Business to Government)モデルであり、これ
から B to C (Business to consumer)モデルにも展開していく予定である。 
 SARAYA の BOP ビジネスと関係があるステークホルダーは図表 3－25 のようにまとめ
ることができる。また各組織が果たした役割は以下のようにまとめることができる。 
 
図表 3－25 SARAYA の BOP ビジネスでのステークホルダー 
 





UNICEF 支援による「SARAYA100 万人の手洗いプロジェクト」に関して 2010 年～2012
年の 3 年間でウガンダでの手洗いの啓発活動を実施している。2010 年秋より対象となる





① 40 県、120 万人の母親を対象として、対面での啓発活動や広報活動を行い、石鹸によ
る正しい手洗いの必要性とその方法を伝える。 
② 40 県、5 歳未満児の母親 45 万人が手洗いイベントに参加するようにする。 
③ 40 県 13,500 村を対象に研修を行い、正しい手洗いの必要性とその方法を広められる
ボランティアスタッフ（手洗いアンバサダー）を育成する。 
④ 40 県の手洗い促進プログラムが、適切な技術支援を受けられるようにする。 
 
（2）JICA 
 JICA は、現地で BOP ビジネスをうまく展開するために情報や人材や資金などを提供す
る。図表 3－26 が示しているように、JICA は民間企業と連携して市場アプローチで開発課
題を有効に改善することを狙っている。一方、民間企業にとっては、官による「お墨付き」
を求め、BOP 市場でのネットワークを拡大し、貧困層のペナルティを解決しながら収益を
上げることで BOP ビジネスの成功を目指している。 
 
図表 3－26 BOP ビジネスと JICA との事業連携 
 
出所：BOP ビジネス支援セミナーによる配布資料, p.52. 2012 年 12 月 10 日, 於 JICA 東京 
 
SARAYA は 100 万人の手洗いプロジェクトを通じて、ウガンダの衛生市場情報を把握し、
アルコール消毒剤の潜在ニーズを確認することができた。そして”Made in Uganda”の製品
をアフリカ市場に提供するために、2011 年 5 月にウガンダで現地法人 SARAYA EAST 
AFRICA (SEA 社) を設立している。JICA から宮本和昌４１を紹介され、SEA の初代社長と




さらに、2011 年に SARAYA は JICA の「協力準備調査 BOP ビジネス連携促進」プロ
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グラムに三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社と共同提案で応募し、同年 9 月に





















 代島によれば、現段階において SARAYA の BOP ビジネスの販売ターゲットは公立病院



















 前述したように、SARAYA は 2010 年から 3 ヵ年計画で UNICEF の手洗い促進活動を支
援し、「SARAYA100 万人の手洗いプロジェクト」をスタートした。このプロジェクトのイ





 「プロジェクト進捗レポート 2012」によれば、2011 年の終わりまでに、対象県において、
トイレの近くで機能する簡易手洗い場（Tippy Tap）が数十万基設置され、対象県における
手洗いの割合は 2009 年の 24％から 29％にまで向上した。さらに、2011 年の一年間で、30
県中 20 県で 46,306 基の新しい Tippy Tap が設置されたと報告されている。新しく手洗い
をするようになった人は 60 万人を超えると推定される４８。 
 
図表 3－27 SARAYA の UNICEF 支援プロセス 
出所：100 万人の手洗いプロジェクト「プロジェクト概要」http://tearai.jp/outline.html 
















SARAYA のウガンダでの衛生事業への取り組みは以下の 3 つの発展段階に分けることがで
きる（図表 3－28 を参照）。 
 
図表 3－28 SARAYA のウガンダ衛生事業の展開 
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ネスにチャレンジするために UNICEF と協働で「SARAYA の 100 万人の手洗いプロジェ
クト」を CSR の一環として行った段階である。この段階は、支援型ビジネスモデルを選択
し、BOP 市場への進出の第一歩と考えられる。 













 SARAYA のウガンダ衛生事業は、トップから誘導されたトップ・ダウン型 BOP ビジネス
戦略形成タイプである。2011 年 5 月に現地法人 SEA を 3 人の組織で発足させ、2012 年 4







ダのナショナルドラッグストア（ウガンダ全国に 1 カ所しかない）に供給する（図表 3－25
を参照）。そこから、ウガンダの公立病院や地域の保健センターに供給され、ウガンダの人々
の便益として機能する。つまり、ウガンダ政府が SARAYA 製のアルコール消毒剤を購入す











ウガンダをはじめ、アフリカ全体の衛生環境の改善、特に国連の MDGs の Goal4「乳幼児
死亡率の削減」と Goal5「妊産婦の健康の改善」を目標達成するために、市場アプローチを






 以上のように、SARAYA のウガンダ衛生事業は経済性と社会性を両立できる BOP ビジネ
スであることが明らかになった。次節で本論文での分析のポイントを説明することにする。 
 
第 5 節 本論文での分析のポイント 
  
11 個の BOP ビジネスケースの分析基準は、BOP ビジネス活動を分析する際にすべて重
要である。本論文では、特に BOP ビジネスにおける戦略的選択、組織的実行と関係するス
テークホルダーについてそれぞれ第四章、第五章、第六章で詳しく検討する。各章の中心
的論点は図表 3－29 のようにまとめることができる。 
 
図表 3－29 各章におけるリサーチ・クェスチョン、論点、理論的前提 
BOP ビジネ
スの分析要素 
リサーチ・クェスチョン 論点 理論的前提 
戦略的選択 




























































第 4 章では、BOP ビジネスにおける戦略的選択について、主に 2 種類の BOP ビジネス
活動に区分できることを提示する。すなわち受動的 BOP ビジネスと能動的 BOP ビジネス
である。BOP 事業の展開によって、受動的 BOP ビジネスから一歩踏み出し、能動的 BOP
ビジネスへとシフトしていくことを議論する。第 5 章では、企業内で BOP ビジネスがどの
ように生まれビジネスとして成長していくか、また組織的実行がどのように展開していく
かについて幅広く論じる。第 6 章では、資源の相互依存の視点から BOP 層における企業と
関係するステークホルダーとの協働を 2 つのステップに分ける。つまり企業と非伝統的組
織の相互補完型の一次協働と、企業と現地セクターの新価値創造型の二次協働である。さ
らに 2 つの協働を BOP ビジネスにおいてどのように取り扱うかについて議論する。最後に
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第 4 章 受動的 BOP ビジネスから能動的 BOP ビジネスへの転換 
 
第１節 2 つの BOP ビジネス戦略 
 
すでに述べたように、プラハラード＝ハート（2002）が論文“The Fortune at the Bottom 
of the Pyramid”を発表したことで、BOP という概念が誕生した。BOP ビジネスという
用語については様々な議論がなされてきたが、最も代表的な定義としてハート＝ロンドン
（2010）は、「BOP ビジネスとは、BOP 層で暮らしている人々を消費者、販売者あるい
は起業家として取り扱い、収益を創出する企業である」（Hart, S., & T.London. 2011, 
pp.9-10.）と定義している。プラハラード＝ハート（2002）の論文から 10 年を経て、BOP
に関する議論がますます高まっている（曹, 2011 年）。これまでに BOP ビジネス戦略とし
て、主に以下の 2 つが出現した。第一は、BOP バージョン 1.0 つまり貧困層を顧客化する
BOP ビジネス戦略である。第二は、BOP バージョン 2.0 つまり相互価値を創造すること
にポイントをおく BOP ビジネス戦略である。以上 2 つの BOP ビジネス戦略の類型化は、
BOP ビジネスの特徴の変化も表している。つまり「貧困層」を「顧客」に変えるという収
益志向から、「個人の権利の尊重、情報技術と組織化を通じた、農村と都市、富裕層と貧困







的 BOP ビジネスである。能動的 BOP ビジネスは BOP バージョン 1.0 と BOP バージョ
ン 2.0 を含む。すなわち、BOP 層の貧困問題を解決しながら、企業の競争的優位に影響を
与える。今後 BOP 層における企業活動は、受動的 BOP ビジネスを行う「支援型企業活動」
から一歩踏み出し、能動的 BOP ビジネスを行うことで、BOP 層と企業に大きなメリット
をもたらすだろうか。また BOP ビジネスモデルはどのように転換していくだろうか。こ
れが本章の中心テーマである。 
このテーマを明らかにするために、本章では 2 つの部分に分けて論じる。第 2 節におい
て、BOP 層でどのような社会的ニーズが存在し、その社会的ニーズを充足することで、ど
のような経済的なベネフィットをもたらすかを明らかにする。そして BOP 層の社会的ニ
ーズを満たす二種類の企業活動として受動的 BOP と能動的 BOP の内容を説明する。さら
に、受動的 BOP から能動的 BOP への変換についてのモデルを提起する。 
第 3 節では住友化学のオリセットネット事業の事例を考察し、受動的 BOP と能動的
BOP の分類を用いて、分析することにする。住友化学は 1960 年代からマラリア撲滅活動
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に取り組むなかで、現在まで 3 段階のビジネスプロセスの転換（受動的 BOP→能動的 BOP
の BOP バージョン 1.0→能動的 BOP の BOP バージョン 2.0）を経験している。この転換
を三種類のビジネスモデル（支援型→市場主導型→生産主導型）の特徴をもとに明示する。
住友化学のオリセットネット事業の事例を通じて、第 2 節での仮説つまり受動的 BOP か





第 2 節 受動的 BOP ビジネスから能動的 BOP ビジネスへ 
 















は 40 億人の BOP 市場は総額年間 5 兆ドルの富が潜在していると推定した。5 兆ドルの市
場分布は主に 8 つの BOP 産業分野に集中している。すなわち保健医療市場、情報通信技
術市場、水道市場、運輸市場、住宅市場、エネルギー市場、食品市場と金融サービス市場
である（第１章, 7－8 ページ.）。 
8 つの産業市場は TOP/MOP 市場においてはほとんど飽和状況にあり、競争が激しい分
野である。しかし、BOP 市場において 8 つの BOP 産業は全て充足されていない分野であ
る。企業が BOP 層へ進出するのは BOP 層の社会ニーズを充足することと同時に、利益を
あげることに繋がるからである。さらに、8 つの BOP 産業市場はお互いに繋がっている。
企業が一つの社会問題を解決すれば、他の社会問題もスムーズに解決される。そして、企
業は BOP ビジネスに対して戦略的に取り組むことによって、BOP 市場も増大すると予測
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できる。8 つの BOP 産業のうち、本章で議論する産業分野は保健医療市場である。BOP










本章では、前者を受動的 BOP ビジネス、後者を能動的 BOP ビジネスと呼ぶ。ペロー・
フランシス（Perrot François, 2009)は「戦略的 BOP ビジネス（Strategic BOP business）」
という用語を使用した。彼は、「『戦略的 BOP ビジネス』とは BOP セグメントにおける潜
在的なビジネスの機会を狙うことである」（Perrot François, 2009）と指摘した。また、水
尾（2010 年）は「BOP ビジネスで、わが社らしさを見極めた上で、本業と結びつく『戦
略的 BOP ビジネス』になるかどうかを判断する必要がある」（水尾, 2010 年, 13 ページ.）
と述べ、「戦略的 BOP ビジネス」に言及している。しかし本章では、「戦略的 BOP ビジネ
ス」という言葉によって BOP 層を搾取するイメージを想起する可能性があることから、
受動的 BOP ビジネスの対立的用語としての能動的 BOP ビジネスを採用し、社会性と経済
性の融合を強調したいと思う。そして能動的 BOP ビジネスを本格的な BOP ビジネスとし
て理解する。なお受動的 BOP ビジネスは能動的 BOP ビジネスの段階へ入る前の予備段階
として位置づけることにする。 


































図表 4－1 の右側のループは能動的 BOP ビジネスを表示している。受動的 BOP ビジネ
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スに対して、能動的 BOP ビジネスは、企業が BOP 市場の潜在的能力を発見し、企業にと
っての「外部」に相当する BOP 層のさまざまな社会問題を「内部化する」ように対応す
ることである。企業は BOP 層市場を新市場として開発するために、BOP 層に対して一連
の企業活動を行う。BOP 層におけるニーズの正確な把握→BOP 層の人々と共同で製品の
デザイン（BOP バージョン 2.0）→原材料生産・商品生産（BOP バージョン 2.0）→小売










3. 受動的 BOP ビジネスと能動的 BOP ビジネスのフレームワーク 
 次に、受動的 BOP ビジネスと能動的 BOP ビジネスのフレームワークを考えることにす
る（図表 4－2 を参照）。 
 
図表 4－2 受動的 BOP ビジネスと能動的 BOP ビジネスのフレームワーク 
 受動的 BOP ビジネス 
（支援型 BOP ビジネス） 





















競争強度 無 高い 高い 
利益 無 有 有 










で、企業と BOP 層に「共通価値」を実現するチャンスを生み出す。なお能動的 BOP ビジ
ネスは BOP バージョン 1.0 と BOP バージョン 2.0 の両方を含める。 
以上のように、企業は BOP 市場の潜在的能力を発見していない限り受動的 BOP ビジネ







第 3 節 ケース分析：住友化学の BOP ビジネスモデルの変換 
 




（農学博士）伊藤高明へのインタビュー調査（2011 年 8 月 1 日）により得られた情報に
基づき、これらを検証する。 
 
1. 住友化学の BOP ビジネスへのきっかけ 
まずは、住友化学が BOP ビジネスに力を入れるようになったきっかけについて探るこ
ととする。住友化学に関する文献や伊藤高明へのインタビュー調査をもとにすると、きっ
かけとして、以下の 3 点が考えられる。①1960 年代の WHO 主導のマラリア対策への参
加、②1980 年代に伊藤高明がマラリア予防の開発をライフワークにしたこと、③2001 年
に WHO がオリセットネットの使用を推薦したこと。 
 












2)  1980 年代に伊藤高明がマラリア予防の開発をライフワークにしたこと 

















3) 2001 年に WHO がオリセットネットの使用を推薦したこと 
 
(1) WHO に推薦された理由 
 1998 年に、国連開発計画（UNDP）、世界保健機構（WHO）、世界銀行（World Bank）














(2) WHO に推薦された後、現地生産を開始 




図表 4－3 住友化学オリセットネットの現地生産の歴史 
第 0 期 2001年～2003年 ・WHO が技術無償移転し、現地で生産することを提案 
・「オリセット・コンソーシアム」が形成 
・伊藤が現地メーカー「A to Z」に技術指導 
第 1 期 2003年～2007年 ・現地生産を開始 
・生産能力が年々増加 
第 2 期 2007年～2008年 ・「A to Z」とのジョイントベンチャー設立 
第 3 期 2008 年～ ・オリセットネット事業部設立 
出所：各資料より筆者作成 
 




んで良いか見当がつかなかった。そこで、WHO の主導のもと官民 7 者のパートナーシッ
プによる「オリセット・コンソーシアム」が作られ、オリセットネットの技術移転を支援
することになった８。さらに、伊藤はタンザニアに赴き、現地メーカー「A to Z」を紹介し
てもらい、技術指導に当たった。3 年の準備期間（第 0 期）を経て、やっと 2003 年に現
地生産の開始を迎えた。 
 2003 年に、タンザニアのアルーシャにて現地生産を開始、わずか 1 年後の 2004 年に
40 万張りの生産が可能になった。2005 年と 2006 年は 300 万張りの現地生産を実現して
いる。オリセットネット現地生産の第 1 期である。さらに 2007 年に、住友化学では更な
る需要の拡大に対応するためA to Zとのジョイントベンチャーでオリセットネット製造会
社ベクターへルスインターナショナル（Vector Health International）を設立し、新工場
で生産が開始された。2007 年の現地生産量は 1,100 万張りを実現した。現地生産の第 2




張りを突破した。現地生産の第 3 期である。 
 現在、オリセットネットの生産拠点は中国、ベトナムとタンザニアにある。オリセット
ネットの総生産量とタンザニアでの生産能力の推移は図表 4－4 の通りである。 
 
図表 4－4 オリセットネット生産能力の推移 
 




させてきたのかについて、前節の受動的 BOP ビジネスと能動的 BOP ビジネスのフレーム





















































競合企業 6社 8 製品の存
在 
利益 無 有 有 
ビジネ 
スモデル 




























































3) 能動的 BOP ビジネス：第三段階生産主導型ビジネスモデル（2001～現在） 
 この段階では、住友化学は現地「末端ステークホルダー」を「ビジネスのステークホル
ダー」として位置づけ、現地生産の実現によって、2011 年 8 月 1 日の時点まで 7,000 人
の雇用を創出した。本業を通じて、共創の手法で事業展開をしていくことから、BOP バー
ジョン 2.0 に相応することになる。 
 この段階では、バリューチェーンの生産性を見直すことがポイントになる１２。まず、住
友化学はタンザニアにおいて、現地生産によって、輸送距離の短縮、出荷作業の効率化を






































ビジネスモデルの 3 段階と次段階の展望を図示すると図表 4－6 のように表すことができ
る。 
 






国際機関を収益源１９とする援助ビジネスのケースである。すなわち B to I２０を基本にして、
B to C ではないモデルである。競合会社も 6 社 8 製品があり、マーケティングの視点も無
視できない。図表 4－6 が示すように、住友化学のオリセットネット事業は第一段階の受
動的 BOP ビジネスから一歩踏み出し、第二段階の能動的 BOP ビジネスの BOP バージョ
ン 1.0 へ入り、さらに、第三段階の能動的 BOP ビジネスの BOP バージョン 2.0 へ進んで







蚊帳を提供することを通じて、BOP 層の社会的ニーズを満たしながら、新たな BOP ビジ
ネスを展開していくことに繋がる。住友化学のオリセットネット事業は事業として存続す
るためには持続可能なビジネスでなければならないし、現地従業員のために継続的なビジ











第 4 節 住友化学のオリセットネット事業の課題 
 
 BOP ビジネスでは利益をあげつつ、世界の貧困撲滅に貢献できるという win-win の関
係を強調している。すなわち、「共通価値」の社会性と経済性の両立がポイントである。本
章では、BOP 層の社会的ニーズを満たす企業行為が二種類に分けられることを明確にした。
つまり、受動的 BOP ビジネスと能動的 BOP ビジネスである。そして能動的 BOP ビジネ




 第一段階は支援型ビジネスモデル（1960 年～1992 年）つまり受動的 BOP ビジネスで
ある。この段階では、広い意味のイノベーションが次のステップへ飛躍するカギである。
第二段階は市場主導型ビジネスモデル（1992 年～2001 年）つまり能動的 BOP ビジネス
の BOP バージョン 1.0 である。この段階では、住友化学はすでに受動的 BOP ビジネスか
ら一歩踏み出し、能動的 BOP ビジネスへシフトしている。さらに次のステップへ進むカ
ギは、製品と市場を見直すこととクラスターを形成することである。第三段階は生産主導








BOP ビジネスを超え、能動的 BOP ビジネスへ脱皮したといえる。しかしながら、住友化
学のケースは B to I を基本とするビジネスモデル、つまり BOP 層以外の収益源を持つこ
















CSR セミナーでの報告、2011.7.5 からも種々な情報を得ることができた。 





６ 1998 年に、UNDP, WHO, World Bank が主体となって「ロールバックマラリア」計画
が策定された。2010 年までにマラリアによる死亡率を 50％に減少させるというこの
計画は、殺虫剤処理をした蚊帳の使用による感染予防を柱に据えた。 
７ 競争企業を含めたシェアについては、ベスタゴー社 50％、住友化学 25％、残り企業の
合計が 25％を占める。伊藤高明へのインタビュー（2011 年 8 月 1 日）より。 
８「オリセット・コンソーシアム」は 2001 年～2004 年の間、住友化学のタンザニアでの
ビジネスをうまく運営するように支援していたが、その後は解散した。（伊藤へのイン
タビュー調査より） 
９ WHO による推奨を受けている長期残効型防虫処理済蚊帳は 6 社 8 製品がある。
Vestergaard 社の PermaNet2.0, PermaNet2.5, PermaNet3.0 , Dawa 社の Tana 
Netting, Intelligent 社の Netprotect, 住友化学の Olyset, Clarke Mosquito Control
社の DuraNet, BASF 社の Interceptor である。 
１０ 同様の指摘をしている研究者として、長坂 寿久（2011 年）、菅原秀幸（2010 年）の
共創アプローチをあげることができる。 
１１ 伊吹、平本、松尾（2008 年）上、103 ページ。 
１２ Michael E. Poter & Mark R. Kramer, 2010, pp.16-21.ポーター＝クラマーによれば、
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１４ 伊藤高明へのインタビュー（2011 年 8 月 1 日）より。 
１５ Hart.S.L., & London, T. (2010).p.10. 
１６ Ibid. 
１７伊藤高明へのインタビュー（2011 年 8 月 1 日）より。 
１８伊藤高明へのインタビュー（2011 年 8 月 1 日）より。 
１９ 2011年 6月 28日に早稲田大学ASB研究所が主催したハート教授来日記念シンポジウ
ム「BOP ビジネスの最先端」の配布資料。野村総合研究所によれば、「BOP ビジネス
の持続可能性を高めるためには、BOP 層を対象とするビジネス以外での収益源を持つ
ことが重要である。B to B、B to G がある」。 
２０ 以上の 派生モデルとして B to I:Business to International organization.  
２１ 水野達男「オリセットネットを通じたアフリカ支援と住友化学の挑戦」, 第 187 回






第 5 章 BOP ビジネスの戦略形成プロセス 
 




第 1 節 BOP ビジネス 
 
再び触れているように、BOP 層は、2005 年時点で 47 億人・5 兆ドルという巨大市場と
なっている。将来 BOP 層が MOP 層に成長した際にはさらに大きな市場に成長し、2030
年には 55 億人・70 兆ドル市場を形成するといわれている（図表 5－１を参照）。このよう
に考えると現在の BOP 市場を獲得することは将来の MOP 市場進出への布石にもなる(渡
辺・平本督・津崎, 2012 年)。 
 
図表 5－1 世界の階層別人口・市場推計 
出所：野村総合研究所が United Nations “World Populations, the 2010 revision”, The  
World Bank “World Development Indicators”, Allen L. Hammond, William J. Kramer, 
Robert S. Katz, Julia T. Tran, Courtland Walker “The Next 4Billion: Market Size and 
Business Strategy at the Base of the Pyramid” World Resource Institute, 
International Finance Corporation(2007)などをもとに作成。 
 
すでに述べたように BOP ビジネスとは、BOP 層で暮らしている人々を消費者、販売者
あるいは起業家として取り扱い、収益を創出する企業である（Hart,S., & T.London. 2011）。
95 
 
そして、BOP ビジネス戦略としては、主に以下の 2 つがある。第一は BOP バージョン 1.0、
つまり貧困層を顧客化する企業戦略である。第二は BOP バージョン 2.0、つまり相互価値
を創造することにポイントをおいた企業戦略である。過去 10 年間このように分類される
BOP ビジネス戦略の内容についての研究が盛んになってきた（曹, 2011 年）。しかしながら、




（農学博士）伊藤高明へのインタビュー調査（2011 年 8 月 1 日）に加えて、住友化学ベク





フレームワークを考えながら、BOP ビジネスと TOP/MOP ビジネスの違いをもとに、BOP
ビジネスの戦略形成プロセスについて分析することが本章の目的である。 
 
第 2 節 戦略形成プロセスに関する先行研究 
 






















であり、もう 1 つは「誘導された戦略プロセス」である。 
















































得ない（曹, 2012 年）。国連開発計画（2008）は、BOP ビジネスという用語にかえてイン











がら BOP ビジネスの戦略プロセスに分析するフレームワークを提示したい。 
 
3. BOP ビジネスの戦略形成プロセスのフレームワーク 
BOP ビジネスの戦略形成プロセスに関する先行研究としては以下のような研究があげら
れる。 



















る。 以上のような先行研究をもとにしながら、以下では BOP ビジネスの戦略プロセスを
分析するために、バーゲルマンモデルに若干の修正を加えたフレームワークを提起するこ
とにする（図表 5－2 参照）。 
 












































自律的 BOP ビジネス戦略プロセス 























事例を取り上げ、この 2 つのループを含む BOP ビジネス戦略プロセスを検証する。 
 










形成プロセスを経験している。すなわち、1985 年から 2005 年までの自律的 BOP ビジネス
戦略プロセスと、2005 年からの誘導された BOP ビジネス戦略プロセスである。 
 
1. 1985 年から 2005 年までのオリセットネット事業の戦略形成プロセス 
伊藤高明が当事業において強調したのは「0 から１は作れる」という姿勢である（水野達


















































以上のように、1985 年から 2005 年までのオリセットネット事業は、ボトムからトップ
へ蒸留していくプロセスとして発展していった。続いて 2005 年からの住友化学の誘導され
た BOP ビジネス戦略プロセスを説明することにする。 
 




した。住友化学の企業戦略コンセプトとしては、「成長とグローバルと CSR 経営」という 3
つの柱があるが、オリセットネット事業は CSR 経営の「Good Example」として位置づけ




て独立することになった（図表 5－3 を参照）。 
 
図表 5－3 住友化学の内部組織変革 
 
  出所：住友化学 ニュースリリース, 2008 年 9 月 30 日. 
 
そして、「ベクターコントロール事業部」には、海外拠点も含めた製販研一体の運営を推








の販売が順調に拡大した。売上高は前年度（平成 20 年度）に比べ 218 億円（10.9％）増加









の B to Ｉ（Business to International Organization）で表される国際機関入札ビジネスモ
デルから B to C(Business to Consumer)の一般消費者向けビジネスモデルへと展開してい
る。H.I.Ansoff の製品市場戦略の考え方をもとに、オリセットネット事業戦略をまとめる
と図表 5－4 のようになる。 
 
図表 5－4 オリセットネット事業戦略の分析 



































オリセットネット事業の BOP バージョン 2.0 戦略のコンセプトとしては、現地主役志向
の現地雇用と徹底的土着化を挙げることができる。住友化学のオリセットネットは「By 
























ネットワークを積極的に築いている」という。2011 年には JICA と協働することで、イン
ドネシアで熱帯感染症予防製品を中心にした BOP ビジネスのフィールド調査を行い、イン
ドネシアでの BOP ビジネスの実行可能性を調査している。このように、住友化学はアフリ





第 4 節 事例の考察と課題 
 
本章では、バーゲルマンモデルをもとに、企業内で BOP ビジネスが生まれ成長していく










住友化学のオリセットネット事業は、2005 年から誘導された BOP ビジネス戦略プロセス
へとシフトし、トップマネジメントを中心に積極的にマルチセクターとの連携に取り組み、
潜在的な BOP 市場をビジネスチャンスとして認識している。BOP ビジネスの戦略プロセ
スを考える際、組織内部に焦点を当てるだけではなく、外部の要素にも配慮しなければな























                                                   
【注】 




２ 住友化学発表のニュースリリース(2008 年 9 月 30 日; 2011 年 10 月 6 日; 2012 年 5 月
16 日；2012 年 7 月 11 日 )、住友化学 CSR レポート（2010; 2011）、有価証券報告書
（2009 年）等を参考にした。 
３ 住友化学のプロジェクトストーリー2 を参考。 
４ 2010 年までにマラリアによる死亡率を半減させ、2015 年までにさらにそれを半減させ
るという具体的数値目標を打ち出した。 
５ 2000 年に伊藤自らは WHO にある殺虫剤の効果を評価するスキーム WHOPES（WHO 
Pesticides Evaluation Scheme）にオリセットネットの評価申請を提出した。 
６ 水野のインタビューによれば、現在オリセットネット一張りのコストは 3.5 ドルにまで
下がっている。 
７ 水野のインタビューによれば「住友化学の CSR 経営の理念の柱になっている言葉は「自
利利他公私一如」」という。社内でオリセットネット事業は CSR 経営の中に一つの好
事例として取り上げられた。ここでは、BOP ビジネスと CSR の関係を分析すると、
BOP ビジネス（ビジネスを通じて貧困問題を緩和する）は戦略的 CSR（本業を通じて
利益をあげる）の発展型として広がってきたと考えられる。 
８ 水野達男は 22 年間の米外資系企業 2 社での勤務経験を経て、1999 年住友化学入社。同
社グループ企業であるレインボー薬品を経て、2007 年にベクターコントロール部長に
就任。2008 年 10 月より現職。 
９ 水野のインタビューによれば、競争企業を含めたシェアについては、ベスタゴー社 50％、














































BOP バージョン 2.0： 














































































付録 2：住 友 化 学 の BOP ビ ジ ネ ス戦略形成プロセス 
構造的コンテキスト 
の外部化 
誘導された BOP ビジネス戦略プロセス 

















第 6 章 二つの協働による BOP ビジネスの実現 
  




第 1 節 BOP ビジネスからインクルーシブ・ビジネスへ 
 
繰り返し述べるが、企業と貧困層がともにビジネスを行うことを重視する研究が盛んに
なってきた（Prahalad, 2004; UNDP, 2008; Kamal et al., 2010; London et al., 2010）。と
りわけ、BOP ビジネスという用語に代わって、インクルーシブ・ビジネス（Inclusive 










第 2 節 既存研究のレビューと整理 
 
1. 企業と BOP 層の接点レベルの分析 
本章では、企業と BOP 層の接点を四つのレベルに分ける（図表 6－1 参考）。 
 
図表 6－1 企業と BOP 層の接点分析 
 市場レベル 流通レベル 生産レベル 知識レベル 
BOP 層との接点 消費者 販売者 生産者 研究開発者 




客からのフィードバックや市場調査に BOP 層を参加させたり（UNDP, 2008; Kamal et al., 
2010）、「selling to the poor」を基本に BOP 層を顧客化する（Prahalad, 2004）というレ

































通じて、市場能力と市場セキュリティの問題に取り組むことができる（Karamchandi et al., 
2009）。さらに、企業は良質のインプットの提供、投資の促進や適切な技術の援助を通じ
て、生産性の制約を解決することができる（London et al., 2010）。この生産レベルでは、
ある程度のスキルと知識が必要であり、現地の人々の参加度は中程度と考えられる。 

















ファン（Rivera-Santos & Rufín, 2010）によれば、BOP 市場には、TOP 層に見られるよ
うなサプライヤーや流通チャネルなどのような相互補助組織が存在していない。そして、
TOP 層と BOP 層の間には経済インフラに関して大きなギャップがある。たとえば、電気
や飲用水の提供、資金調達、販売網や情報伝達の不備などである。そのため、企業が単独
で BOP 市場に参入すると、BOP 層に対する情報不足から現地でのインクルーシブ・ビジ
ネスが成り立ちにくい。そこで、企業が BOP ビジネスを行う時、社会的コンテキストへ




ーションすることの重要性が注目されるようになった（Hart, 2005; London & Hart, 
2004; 菅原 他, 2011 年）。 
 
2. BOP 市場における企業とマルチセクターの協働 
 次に、企業が BOP 市場へ進出する時、どのようなセクターと協働すればよいのかを先
行研究をもとに整理する。とくに、BOP 市場における企業と NGO の協働研究、企業と
MFI の協働研究、企業と国際機関の協働研究に注目することにする。企業にとっては非伝




1) BOP 市場における企業と NGO の協働 
BOP ビジネス研究の中で、企業と NGO の連携はよく挙げられる（Brugmann & 
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Prahalad, 2007; Drayton & Budinch, 2010; Webb et al,2010）。ブラグマン＝プラハラー
ド（Brugmann & Prahalad, 2007）は発展途上国が経済開放を進める中、企業と NGO は
かつての対立関係から一転して、「共創（Cocreating）」関係を築きつつあるという。経済
的底辺である「BOP 市場」を開拓するため、企業は NGO の能力や地域社会との人脈と信
頼を求めており、また NGO は BOP 層の改革を推し進めるには、企業の経営資源やノウ
ハウが不可欠である。ドレイトン＝ブディンチ（Drayton & Budinch, 2010)は、企業と
NGO のパートナーシップを「ハイブリッドバリュー・チェーン」と呼び、BOP 市場に参
加するときの強みの連携を強調した。またウェブ（Webb et al, 2010)は、NGO は TOP/MOP
市場と BOP 市場の両方ともに分かる存在であることを指摘した。NGO は媒介組織として
企業と BOP 市場の間でサービスを提供することができる。また NGO は知識、資源、合
理的アイディアを企業に提供し、機会の認識だけでなく、機会の利用、さらに機会の拡大
まで推進していく。 





に、NGO は社会、環境基準の遵守に対して監督の役割を果たすこともある（Hart, 2007）。 
 
2) BOP 市場における企業と MFI の協働 
 MFI は BOP ビジネスにおいて重要なパートナーと考えられる。マイクロクレジットの
先駆者ユヌス（Yunus）は、2006 年にノーベル平和賞を受賞した。彼が設立したグラミン
銀行は、BOP 市場において金融サービス分野が出現する契機にもなった。MFI は BOP 市
場でマイクロクレジットのみならず預金サービスも提供をしている。現地でのアクセスが
幅広く、取引費用も低いという特徴があり、特に女性起業家への支援を行うケースも多い。
BOP 市場で、MFI は NGO と同じように、企業との協働に取り組む。たとえば、MFI は
多くの国で他組織に比べて大きなネットワークを持っていることから、僻地の農村におい
ても貯蓄・貸付グループが存在している（UNDP, 2008）。企業と MFI のパートナーシッ
プの構築によって、販売チャネルの拡大や BOP 起業家の支援に役立つことになる。  




3） BOP 市場における企業と国際機関の協働 














億人(The Next 4 Billion)』では、この斬新なパートナーシップの存在を指摘している。米
国国際開発庁（USAID）も 2001 年に「グローバル開発アライアンス（Global Development 
Alliance:GDA）」という官民連携モデルを導入し、BOP ビジネス支援に取り組んでいる。








3. BOP 市場における企業とマルチセクターの協働形成の理由 
これまで述べてきたように、BOP 市場における企業と他組織との協働はますます注目さ
れるようになり、BOP ビジネスの中心課題として議論されるようになってきた。次に、企










& Budinich, 2010）。 





図表 6－2 BOP 層における各セクターの資源と協働形成理由の分析 




































える。これまで、企業が BOP 市場において他組織と接点をつくることは周辺事業や CSR
の一環として扱われることが多く、BOP 層に商品を無料で提供し、金銭を寄付することが

















は、世界の貧困解消に相当な努力を払い続け、過去 60 年の間に、1 兆 5 千億ドル以上の援





4. BOP 市場における企業とマルチセクターの協働の限界 
以上、企業と NGO、MFI、国際機関の資源が相互に依存していることを述べてきた。















第 3 節 BOP 市場における協働のフレームワーク 
 
図表 6－3 では、BOP 市場へ参入する企業と NGO、MFI、国際機関などとの組織間関
係を資源交換と捉え、ビジネスパートナーとして協働する組織と考える。それが一次協働





て企業と BOP 層の接点のレベルがアップしていくことになる。 
 BOP 層でインクルーシブ・ビジネスを達成するためには、この二つの段階で協働を捉え
ることが必要であることを強調したい。なお、一次協働段階でも、二次協働段階でも、企



















新たな BOP ビジネスを展開していこうとする事業である。第 2 のケースは味の素のガー
ナ・プロジェクトである。味の素はガーナの栄養改善市場において、ガーナの離乳期の幼
児の栄養が不足しているため、離乳期の子供の低体重、低身長の社会問題に取り組むこと









なお、住友化学、味の素、SARAYA の 3 つ事例はすでに第 3 章で詳細に紹介した。本章






















32.5 万ドルを融資し、2005 年には 2 回目の資金として、設備拡大のみならず、流通網の
開発のため 67.5 万ドルを提供している(伊藤聡子, 2009 年, 129 ページ.)。さらに、オリセ
ットネット・コンソーシアムにおける UNICEF の主な役割は、製造されたオリセットネ
ットを購入し貧困層に配布し、積極的に長期残効型蚊帳の普及を図ることである。2009
年の長期残効型蚊帳の購入数は 1,410 万張りで、2000 年の一般再処理蚊帳の購入数の 40
倍になった（UNICEF, 2010, p.13.）。同時に、NGO である PSI（Population Services 
International）は、マーケティング手段を通じてオリセットネットの普及を拡大させた（伊





2) 現地生産の段階（2003 年～） 
幅広いネットワークを持っている WHO は、タンザニアの蚊帳製造企業 AtoZ 社を住友
化学に紹介した。A to Z 社は、1966 年に小さな縫製工場としてタンザニアのアルーシャで
設立された。2002 年にはサハラ以南で最も大規模な製造業者になっている（Jennings. M , 
2011）。住友化学の伊藤はタンザニアに赴き、技術指導に当たっている。住友化学と A to Z




2004 年に AtoZ 社では年間 40 万張りの生産が可能になった。さらに 2007 に住友化学は、
更なる需要の拡大に対応するため AtoZ 社とのジョイントベンチャーでオリセットネット
製造会社ベクターヘルスインターナショナル（Vector Health International）をアルーシ
ャで設立し、その新工場で生産が開始された。2007 年の現地生産量は 1,100 万張りを実現
した。さらに 2010 年には 2,900 万張りまでに向上している。オリセットネットの大量生
産は、コストを削減することにつながった。2001 年当時の 40 ドルから 2011 年には 5 ド






事業は、これまでの B to Ｉで表される国際機関入札ビジネスモデルから B to C の一般消
費者向けビジネスモデルへと展開している。 
 また住友化学のタンザニア・プロジェクトでは、現地主役志向の現地化と徹底的土着化













1）離乳期栄養強化食品 KOKO Plus の市場開発段階（2009～2012） 













いる。2011 年 10 月には、ガーナ政府から KOKO Plus の栄養学的効果についての確認実
験実施の許可を得た。試験計画はガーナ保健省である GHS を含む関係者で共有し、試験










また、NGO である PLAN は栄養学的な効果実証実験をコミュニティ・ベースで実施し
ている。実験を成功させるためには、実験に参加してもらう母親との信頼関係が重要であ
り、味の素の現地での信頼を構築するためには Plan との協働が欠かせない。さらに、2011
年 4 月に味の素は GHS と覚書を締結した。GHS はガーナ全土の保健所ネットワークを使
って、保健や栄養の改善に取り組んでいた。母親への啓蒙教育、栄養改善知識の伝授など
も行っている。それから、2012 年 5 月に味の素は、米国国際開発庁 USAID と JICA とと
もに離乳期の子供の栄養改善の実現を目指して、共同で取り組むための覚書を締結した。
この締結によって、USAID はガーナ・プロジェクトの流通モデルづくり調査に約 60 万
US ドルの資金およびノウハウを提供することが合意された。また JICA は、「協力準備調
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2）現地生産段階（2012 年 6 月～） 
 ガーナ・プロジェクトの次のステージは、味の素製品の現地生産を実現することだと考
えられている。大豆など現地原料を活用した現地生産を実現することは現地の農業促進、
現地企業の能力向上、雇用創出にもつながる 。味の素は、2009 年後半から 2010 年にか




Yedent 社において製品専用の建屋が完成、2012 年 6 月に生産を開始している。2012 年 8
月から KOKO Plus1 袋（15 グラム）約 12 円という価格でテスト販売されている。（平野・
星野, 2012 年）。 
また、現地生産した KOKO Plus を、女性の自立支援活動を行っている国際 NGO の




ある（平野・星野, 2012 年）。 




3. SARAYA のウガンダ・プロジェクト 
1）ウガンダ市場を開拓する期間（2010 年～2013 年） 
SARAYA は自社のコア・ビジネス（アルコール消毒事業）を通じてアフリカの社会課題
を解決しながら、新たなビジネスモデルを展開するために、2010 年に UNICEF と協働し
てウガンダで「SARAYA100 万人の手洗いプロジェクト」を始めている。巨大な BOP 市
場へ急速な勢いで進出することを考えている。 
このプロジェクトにおいて UNICEF は、SARAYA 商品を使用して手洗いすることなど、
子供たちに命を守る手洗いの大切さを宣伝している。SARAYA は、UNICEF 支援による
「SARAYA100 万人の手洗いプロジェクト」に関して、2010 年～2012 年の 3 年間ウガン
ダでの手洗い啓発活動を実施している。そして 2010 年秋より、対象となる SARAYA の衛




SARAYA は 100 万人の手洗いプロジェクトを通じて、ウガンダの衛生市場についての情
報を把握し、アルコール消毒剤の潜在的ニーズを確認することができた。そして“Made in 
Uganda”の製品をアフリカ市場に提供するために、2011 年 5 月にウガンダで現地法人
SARAYA EAST AFRICA (以下は SEA で略) を設立している。JICA から元の青年海外協
力隊の経験者宮本和昌を紹介され、SEA の初代社長として就任させている。また SEA は、
JICA の 5S プロジェクトと連携し、ウガンダの保健医療サービスの向上を進めながら、手
指のアルコール消毒のしつけを身につけることを推進している。そして SARAYA は、こ
の 5S をさらに展開して「5S＋S (Sanitation＝衛生)」をコンセプトとして策定している５。 
さらに 2011 年に SARAYA は、JICA の「協力準備調査 BOP ビジネス連携促進プログ
ラム」に三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社と共同提案で応募し、同年 9 月











代島によれば、現段階において SARAYA の BOP ビジネスの販売ターゲットは公立病院






























解にもとづく相互信頼が不可欠になる（佐々木 他, 2009 年）。たとえば、WHO は媒介役






































期間 2003 年～ 2011 年～ 2013 年～ 

























や JICA からの調査支援金なども受けている。 
 二次協働において、企業と BOP 層の接点は市場レベル、流通レベル、生産レベルさら
に知識レベルに位置付けられる。この段階では、「selling to the poor」だけではなく、










ーションを結ぶという視点を重視する。住友化学（1998 年～2003 年）、味の素（2009 年


























                                                   
【注】 
１ 日本経営倫理学会第 4回経営倫理シンポジウムにおける味の素CSR部部長中尾洋三「グ
ローバル課題と企業活動」の報告（2012 年 3 月 9 日）；第 11 回 地球研フォーラム（2012
年 7 月 8 日）「“つながり”を創る」における SARAYA 株式会社代表取締役社長更家悠介
「世界一小さな象と私のつながり」の報告からも種々な情報を得ることができた。 
２ 住友化学ベクターコントロール事業部開発部主幹伊藤高明へのインタビュー調（2011
年 8 月 1 日）、および住友化学ベクターコントロール事業部長水野達男へのインタビュ
ー調査（2012 年 7 月 17 日）、および SARAYA 広報宣伝部長代島裕世へのインタビュー
調査（2012 年 11 月 6 日）。 
３ 水野へのインタビュー調査（2012 年 7 月 17 日）による。 
４ 味の素グループの新しい価値の創造とは、独自性のある技術とサイエンスに基づき、新
しい発想と継続的革新で価値を創造するということである。 
５ 代島へのインタビュー（2012 年 11 月 6 日）による。 
 123 
 












 そして 3 つの日本企業の事例をもとに導きだされた BOP ビジネス推進のために必要な
条件は次の 4 つにまとめることができる。 
 
１．受動的 BOP ビジネスからの脱皮  
 第 1 の条件は、企業全体が受動的 BOP ビジネスではないことである。グローバルな経
営環境のなかで、BOP 層における社会課題に自発的に関心が生まれ、市場アプローチを用
いて取り組んでいくことができる仕掛けが企業内に必要である。 




付きを与える決断力が重要である（第 5 章参照）。そして BOP 層を新市場として開拓する
という視座から出発し、BOP 層の様々なペナルティをニーズとして取り扱い、「内部化す
る」ように判断するトップマネジメント行動が BOP ビジネスの成功要因になる（第 4 章
参照）。それが、組織の中で実現可能となれば、住友化学のオリセットネット事業、味の素
の KOKO Plus 事業、SARAYA の消毒アルコール事業において、能動的 BOP ビジネスと
いう形で、全社的に積極的に BOP 市場で一連の企業活動を行うことが可能になる。 
 
2．自社能力中心から他組織協働への転換 
 第 2 の条件は、BOP ビジネスを通じて、非伝統的セクターと協働する取組から、現地セ
クターと連携する取組へ、さらに現地末端ステークホルダーと共通価値を創出する取組へ
と展開するなかで、組織や国境や固有の価値観の枠を超えて BOP ビジネスを推進するこ
とが重要である（第 6 章参照）。 










 第 3 の条件は、「利益を上げつつ、BOP 層における貧困問題を緩和する」という共通価
値を創出することを目的に、BOP 層のニーズに取り組んだ BOP ビジネスを推進できるこ
とである。 
 BOP ビジネスは、従来の新興市場開発の考え方、すなわち帝国主義的な経営を超えて、
現地社会の発展につながる BOP ビジネスを実践することが重要である（第 2 章参照）。た
とえば本論文で取り上げた住友化学は、タンザニアの保健医療市場においてマラリア対策
用蚊帳オリセットネットを提供することにより、現地に大きなインパクトを与えた。SOAS
大学の 2011 年の調査レポート１によると、住友化学は 2003 年に現地企業 A to Z 社（A to 
















4．イノベーションにつながる BOP ビジネス 
 第 4 の条件は、BOP 市場にチャレンジする際に、これまでの常識を捨て、幅広くイノベ
ーションを行う BOP ビジネスが推進できることである。 
 BOP ビジネス概念の提唱者プラハラードは、BOP 市場におけるイノベーションについ












 このように、企業は広範囲にわたってイノベーションを起こすことが BOP ビジネスの
挑戦につながることが理想的である。こうした大胆な構想にむけて一歩進むことにより、
BOP 層におけるイノベーションが TOP/MOP に影響を与えることも期待できる。 
 
第 2 節 日本企業における BOP ビジネスの課題 
  
これまで日本企業が BOP ビジネスを推進するときの成功要因をあげてきたが、日本企





別すると「販路」、「情報」、「人材」の 3 点が大きな課題であるといえる。 
 
図表 7－1 BOP 市場開拓に取り組む企業の課題調査 
（複数回答可） 
課題 割合（%） 
1 現地における販路開拓 34.5% 
2 現地参入のための市場調査 25.0% 
3 ビジネスパートナー（商社など）の確保 24.5% 
4 現地における製・商品、サービスのニーズ把握 24.3% 
5 優秀な現地スタッフの確保・教育 21.3% 
6 現地の規制・法制度面への対応 17.8% 
7 海外に精通している日本国内スタッフの確保 16.2% 
8 債権回収 16.0% 
9 現地に関する一般的な情報収集 15.8% 
10 現地市場における価格競争力の維持・強化 13.2% 
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11 現地向け商品の生産・供給体制の構築 10.8% 
12 現地における製品・商品やサービスの質の確保 8.5% 
13 取引先企業の信用調査 8.1% 
14 為替の安定 7.5% 
15 人事・労務問題への対応 7.3% 
16 日本政府や自治体の支援策に関する情報収集 5.7% 
17 現地市場でのビジネス展開のための資金調達 5.7% 
18 海外における特許や著作権の調査・申請・保護 4.1% 
19 そのほか 2.0% 
20 課題は特にない 2.0% 
注：アンケート調査の対象は「“新しい外需”開拓研究会」メンバーである 17 商工
会議所の会員企業 6,503 社である。有効回答数 757 社。 
出所：近畿経済産業局“新しい外需”開拓研究会（2011 年 2 月）『次世代有望市場開拓事例
集：ボリュームゾーン市場開拓、BOP ビジネスに取り組む 関西企業事例集』pp.7-10. 
http://www.bop.go.jp/documents （2013 年 3 月 28 日アクセス）。 
 
 本研究では、BOP 市場における販路の構築と拡大については、味の素の KOKO Plus
事業と住友化学のオリセットネット事業を分析する際に説明した（第 3 章と第 4 章参照）。
そして、現地情報不足の課題については、企業と非伝統的セクターの間に資源の相互補完
関係が存在しているため、協働を行うことで企業側は現地情報を獲得するメリットがある
ことを述べた（第 6 章参照）。しかしながら本研究において、BOP ビジネスを担う人材を
どのように発見し、育成するかについては十分に論じていない。図表 7－1 の課題のなか






 まず現地経験を経てネットワークを持つ人材が BOP ビジネスを推進するキーポイント
となっている。日本企業は、JICA の青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation 
Volunteers 以下 JOCV で略）の経験者を採用し、BOP ビジネスに活用することが一つの
方法として望ましいと考えられる。JOCV は JICA が実施しているボランティア事業の一
つである。1965 年から開発途上国の要請に基づき、それに対応した技術、知識、経験を持
ち、「開発途上国のために活かしたい」と望む人々を募集し、選考、訓練を経て、現地に 2
年間派遣するという事業を行っている。これまで世界 88 ヵ国で約 36,000 名の隊員を派遣
した実績を持っている（2011 年 9 月現在）。JOCV の派遣職種は地域開発、教育、環境、





ーディネート力」を持った JOCV 隊員を採用することが BOP ビジネス人材育成の一つの
選択肢である。 
 本研究で取り上げた住友化学のオリセットネット事業では、6 名の JOCV 経験者が活躍
している。また、SARAYA の手洗いアルコール事業においても、ウガンダの現地社長宮本
も元 JOCV 経験者である。彼等は、JOCV での経験を活用することで、BOP ビジネスに
チャレンジしていくことができた。 
 
2. NPO との連携 
 2 つ目の方法は、BOP 層の生活や社会課題を熟知する海外 NPO/NGO のスタッフを招
へいし、現地の生の声を聞き、知識を共有し、共同の場で BOP ビジネスアイディアを議
論することを通じて BOP ビジネス人材を育てていくというやり方である。たとえば、日
本発の NPO 法人クロスフィールズ（Cross Fields）は、2012 年から BOP ビジネスアイ
ディア創出に向けたワークショップを開催しはじめた４。ワークショップは日本企業と













を行い、新規事業を模索し、ブラザー工業の BOP ビジネスへの道を開拓した。この BOP
ビジネス開発の体験記は 2012 年 1 月から 5 月まで『国際開発ジャーナル』において「若









５を参考とし BOP ビジネスに当てはめて考えよう。 
 サムスンは 1990 年から「地域専門家制度（SGP：Samsung global expert program）」
というサムスン独自のグローバルな人材育成方法を導入している。地域専門家制度は入社
3 年以上の勤務成績が優秀で、国際的思考をもつ社員を選び海外に派遣するという自由放
任型の海外研修制度である。90 年代までは派遣先の 60％が先進国であったが、2000 年以
降の派遣先は中東、アフリカ、中国、インドなど新興国が増え、年間では 80％が新興国の
地域で占められている６。 





モデルの 32 型 LCD テレビ、LED テレビが瞬間的な電圧変化に耐えられるように、耐圧
機能の強化した製品を開発し現地販売した（石田, 2012 年）。 
サムスンでは、これまで 4,400 人以上の地域専門家を養成し、世界 700 都市以上がデー
タベース化されている（石田, 2012 年）。このような現地埋め込み型の地域専門家を育成
する制度は、日本企業が BOP 市場開拓の際に導入できる可能性も考えられる。 
 
第 3 節 BOP ビジネスのための人材育成策 
  
以上、企業の BOP ビジネスのための人材育成について 4 つのアプローチを説明した。
経営者は自社ビジネスの展開環境や状況によって BOP ビジネス人材育成の方法を判断せ
ざるを得ない。つまり、BOP ビジネスの人材育成は BOP ビジネスの発展状況に応じて違
ってくると考えられる。ここでは、2 つの要因をもとに人材育成のタイプを類型化してみ
よう。1 つは BOP ビジネスの緊急性である。もう 1 つは本業との距離である（図表 7－2
参照）。 
























   出所：筆者作成 
  















































査は日本企業 3 社（味の素の KOKO Plus 事業、住友化学のオリセットネット事業、
SARAYA のアルコール消毒事業）のみである。欧米企業 4 社の BOP ビジネスのケースに













 本章では BOP ビジネスを推進するための人材育成について概観的展望を述べた。しか
しながら、日本企業の BOP ビジネスを担う人材育成に関する方法論を十分に提供できて
いるとはいえない。以下 2 点が研究課題として残っている。 
一つは、企業内でいかに BOP ビジネスを起業する人材を培うかという点である。2009
年が日本企業の「BOP ビジネス元年」だといわれる。しかし、5 年経過した現在からみる
と日本企業の BOP ビジネスの発展はまだ初期段階に位置づけられる。BOP ビジネスの人
材育成に関する成功体験が少ないことも事実である。桑名（2012 年）によれば、日本企業
の新興国開拓には新たな能力が問われている。①探索的イノベーション、②リスク負担、














                                                             
【注】 
１ Jennings. M , 2011, “Economic Impact of Local Manufacturing of Bed Nets : A 
Survey”. SOSA University of London. 
２ 同レポート(p.7.)によれば、タンザニアでの最低賃金は 8 つ産業領域によって違ってく
る。製造業では最低賃金は 80,000 シリング/月。AtoZ 社においては 120,000 シリング/
月の最低基本給が設定された。 
３ 近畿経済産業局“新しい外需”開拓研究会（2011 年 2 月）『次世代有望市場開拓事例集：
ボリュームゾーン市場開拓、BOP ビジネスに取り組む 関西企業事例集』 
http://www.bop.go.jp/documents （2013 年 3 月 28 日アクセス）。 
４ クロスフィールズ 2012 年 11 月 21 日プレスリリース 
http://crossfields.jp/event/20121121_pr/ （2013 年 4 月 1 日アクセス） 
５ 桑名義晴（2012）「新興国市場開拓と組織・人材マネジメント」大石芳裕・桑名義晴・
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